
 

Instructions for use

Title フィリップス曲線をミクロに検証する労働市場の数理モデル

Author(s) 日野, 光

Citation 北海道大学. 修士(情報科学)

Issue Date 2011-03-24

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/44985

Type theses (master)

File Information MasterThesis2010_Hino.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


フィリップス曲線をミクロに検証する労働市場の数理モデル

日野 光

北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻 複雑系工学講座 混沌系工学研究室

平成 22年度 修士論文



図 1: 平成 22 年 2 月 10 日. 講演する筆者. 修士論文発表会にて. (撮影: 井上純一先生)

2



複合情報学専攻 修士論文 (2011年 2月 10日)

フィリップス曲線をミクロに検証する労働市場の数理モデル

混沌系工学研究室 修士 2年生 日野 光

Reconstruction of Philips curves in ‘macro’economics from the ‘micro’scopic
description of artificial labor markets

Research Group of Complex Systems Engineering
Laboratory of Chaos Systems Engineering

MC2 Hikaru Hino

Abstract : We attempt to reconstruct macroscopic properties of labor markets from the view
point of microscopic descriptions of multi-agent systems. Especially we derive the so-called
Philips curve which generally shows universal negative-correlations between the unemployment
rate U and the inflation rate π. We first briefly review the macroscopic study by Neugart (2004)
who derived deterministic non-linear maps with respect to the U and π. He concluded that
the strange attractor of the chaotic maps should be identical to the Philips curve. Whereas, in
our microscopic modeling, we should set-up the behaviour of both labor and company agents to
construct the macroscopic quantities such as U and π. For instance, some amount of labors can
access the information about the successful persons in the previous business year on the number
of their applications. On the other hand, each artificial company in our modeling produces a
single homogenous commodity and we shall assume that the total amount of the products in
a company depends on the total amount of the labor’s abilities in the company. By utilizing
computer simulations, we find that our probabilistic model is able to reproduce the Philips curve
efficiently. We also confirm that the best possible number of applications for each agent is ‘three’
in the sense that the employment rate is maximized if and only if all agent post their applications
(what we call ‘entry seat’) just only three times to the companies. We also discuss the possibility
to reproduce the Philips curve by making use of what we call ‘mesoscale model’, which is a hybrid
modeling by the mixture of our microscopic model and the macroscopic Neugart model. To check
the validity of the modeling, we compare our result with the empirical evidence of Philips curves
in recent Japanese labor markets. We shall report the detail in this talk and thesis.
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図 1: The our resulting Philips curve with negative correlation κ = −2.073927 (left panel) and the philips curve
in 2000s Japan with κ = −1.063775 (right panel).

研究業績 : J. Inoue, H. Hino, N. Sazuka and E. Scalas, in preparation for submission. (Proceedings of
Econophysics Colloquium 2009 in Erice Italy. The talk was given by H. Hino.)
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1 序論
1.1 はじめに : 何故ここで「労働市場」を科学するのか?

労働は人間の基本的活動であり, 労働による対価として人々は貨幣や物品 (賃金)を受け取り, そ
れらの相互交換によって市場は形成される. 一方, 生産/サービス活動を行う企業は, 自社の商品や
サービス等を効率的に生み出すために労働者を必要とし, その労働の対価として労働者に賃金を支
払う. 従って, 収益が低迷している企業は労働者の雇用を抑え (ときにリストラを行使し), 逆に, 成
長企業は自社グループ拡大のため, 労働者雇用を促進する. 社会全体の景気が悪化し, 十分な雇用
が確保できない状況では, 失業者が増加し, また, その結果, 国や地方自治体の税収も悪化する. そ
うした状況下にある国家 (例えば, 現在の日本)は金利を大幅に下げ, 大量の国債を発行し, それを
(多くの国内/海外投資家に)売却することで, 不足した税収を国家の「借金」として補うことにな
り, これが国としての信用を落とすばかりか, 場合によっては「国家的経営破綻」につながりかね
ないリスクを生んでいる. よって, 明らかに「失業」と「その対策」はミクロな労働者個人の文化
的生活の維持のためだけでなく, よりマクロに「地方自治体レベル」「国家レベル」においても重
大な (おそらくは最重要な)問題である. 従って, 労働者をある種の「商品」として捉え, 雇用側 (企
業), 非雇用側 (労働者)の需要と供給のバランスを考え, その「市場」がどのように振る舞うか, 政
府の施すマクロな政策が, どの程度, 雇用の問題に対して有効なのかを系統的に調べることは社会
科学における重要な研究テーマである.
このような「労働市場」が現れたのは, 経済的自由が認められるようになった近代国家の成立以
降であるが, そこに現れる問題の質や量は時代や国, 社会の雇用形態の変遷等よって時々刻々変化し
てきている. 例えば, 現代の日本では, 若年失業 (所謂「フリーター」「 契約社員」なども含む)が大
きな問題として取り沙汰されているし, 今年度 (2010年), 大学卒業者の (12月期)就職率が戦後最
低の 60%台まで落ち込み, その結果, 大学 4年間のなかでの就職活動の占める割合が増加し, 勉学
や卒業研究等に支障が出ていることが新聞, テレビなどのマス・メディアで取り上げられているの
は周知の通りである. また, かつての「終身雇用制度」が崩れ, リストラなどが進行することで, 熟
高年の再雇用など, 今までの日本では考えられなかった問題も出現し, これらが人々に大きな社会
不安を与え, 深刻な問題となっている. また, 近年では, 労働者 (主に新卒大学生)と企業間の, 所謂
「ミスマッチ」により, 大企業に多くの応募者が殺到する一方, 中小の企業/工場は「不安定である」
という理由から敬遠され, それが実質的な失業率の増加につながっているという報告もされている.
このように「失業」は様々な経済活動が複雑に絡み合って起こる「複合事象」であり, 労働市場
と企業の生産活動, 人々(労働者)の消費活動との関連性を数理的に理解することは, 非常に重要で
やりがいがあり, 時間をかけて取り組むに値する研究課題であることは明らかである. しかし, こ
の問題は所謂「複雑系」であるものの, かといって現実の労働市場をそのまま「人工労働市場」と
して詳細まで踏み込んで忠実にモデリングすれば, 所望の知見が得られる, というものでも決して
ない. そこでは自然科学で用いられる方法論, すなわち, ある問題の適切な切り口や視点を見いだ
し, 可能な限りモデルをシンプルに設定し, 非本質的要因を捨象し, 本質的かつ普遍的な現象を抽出
するアプローチが重要になる [1].
また, モデリングにおいては, 労働市場固有の問題も忘れては行けないファクタである. 例えば,
労働市場における労働者と企業のマッチング・プロセスを考えてみると, これを「労働者グループ」
と「企業グループ」間の単なる 2部グラフの最適化問題として捉え, 全ての労働者が少なくとも一
つの「空席」にありつけるようにアルゴリズムを設計することは決して政策として最善であるとは
言えない [2]. なぜならば, 労働者にはそれぞれ個人的な嗜好があり, また, 「職業選択の自由」が
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保証されているからである. 従って, マッチングプロセスとしてもこのような「堅い」拘束条件で
はなく, より柔軟で一般性のあるものを取り入れなければならない [9, 10].
そこで, 本研究では, 労働市場におけるミクロ変数とマクロ変数, および, それらの間の相互作用
を深く考察することで, 労働市場の普遍的性質を明らかにするという視点 (切り口)に立ち, 可能な
限りシンプルな数理モデル (確率モデル) を提案する. また, 計算機実験, および, (限定的ではある
が)解析計算から得られる結果を実データと比較することで, 伝統的なマクロ経済で広く知られて
いる, 所謂, フィリップス曲線をミクロな視点から再構成し, その適用限界をミクロな視点から検討
する.

1.2 人工市場におけるミクロ変数とマクロ変数
経済システムを再現する「人工市場」を構築する場合, ミクロ変数, マクロ変数という概念 (考
え方)が有効となる. ここで言うミクロ変数とは, 市場の (最小)構成要素であるエージェントの行
動を何らかの規則のもとで符号化した変数であり, トレーダを例にとれば, ある金融商品を「売り」
(例えば ‘−1’で符号化) 「買い」(例えば, ‘+1’で符号化)する判断を符号化したものがミクロ変数
を与える. この意味では, 労働市場において「企業がどの労働者を採用するか」, あるいは「労働者
がどの企業を選ぶか」という判断もミクロ変数で表されることになる.
一方のマクロ変数とは, 簡単に言うと, ミクロ変数をシステムサイズ・オーダまで積み重ねるこ
とによって得られる変量を表す. 例えば, トレーダ i (i = 1, · · · , N)の意思決定が Si = +1(「買
い」), Sj = −1(「売り」)であるとすれば, 金融商品価格の変動幅 ∆pは, これら変数をシステム
サイズ・オーダN まで足し上げて

∆p =
1√
N

N∑
i=1

Si (1)

としてモデリングすることができる. 従って, 価格変動幅 (リターン): ∆pはマクロ変数である. こ
の例以外にも, 後に見て行くように, 労働市場における失業率, 国民総生産などもマクロ変数に分類
される.
ところで, 経済システムは時間とともに変化していくため, ミクロ変数, マクロ変数とも, それぞ
れ複雑に絡み合いながら時間発展して行くが, その時定数 (緩和時間)は一般的に異なる. 言い方を
変えれば, この時定数の違いで人工市場に現れる変数を「ミクロ」「マクロ」に分類することもで
きる. 例えば, トレーダの意思決定は数秒から数ミリ秒の短い時間スケールで行われるのが普通で
ある [11, 12, 13, 14, 15, 16, 17, 18, 19, 20, 21, 22, 23, 24, 25]. 従って, この「売り」「買い」判断を
表す変数の時間変化の時定数は極めて短い. 一方, 金融商品の価格はこれらトレーダの意思決定の
後に確定することから, その変化はミクロ変数の更新時点からかなり遅れてやってくる. また, 失
業率は就職活動が終了する年度末に公表されることが多く, これは各労働者と各企業間で, 応募/面
接/内定という手続きが行われる時間スケールと比べ, 極めて長い時間スケールで状態更新する統
計量と捉えるのが自然である.
また, ミクロ変数がある確率過程に従って状態更新する「確率変数」の場合, ある十分な時間が
経過したのち, それらミクロ変数から構成されるマクロ変数を観測すると, ミクロ変数は頻繁に状
態更新を続けているにも関わらず, マクロ変数値は常に一定値として測定される場合がある1. こう
した状態をここでは「平衡状態」と呼ぶ.

1一定値のまわりの標準偏差が無視できる

2



自然科学における熱力学は, こうした平衡状態が成り立つ状況下で一定値として測定されるマク
ロ変数:「圧力 P」や「体積 V」, 「温度」等の間に成立する関係性を議論する理論体系である. こ
れらマクロ変数を与えるミクロ変数は「分子 (の動き)」であるが, マクロ理論である熱力学はミク
ロ変数の存在 (詳細情報)を必要としない. しかし, ミクロ変数の動きからマクロ変数間の関係を導
くことは重要であり, これを可能にし, マクロ変数の振る舞いを「ミクロに基礎づける」のが統計
力学である.
例えば, 高等学校の化学や物理学で学んだように, P と V の間には, 一定温度, 理想気体の条件下
で次のボイルの法則:

PV = 一定 (2)

が成り立つが (図 2), 統計力学を用いることで, 上関係式 (2)を各分子の位置と運動量が従う (熱)
平衡分布から導くことができる. もちろん, 経済システムには上記の意味での厳密な「平衡状態」

 5

 10

 0.5  1

P

V

図 2: 高等学校の化学や物理学でお馴染みの「ボイルの法則」.

は存在しないかもしれないが, ミクロ変数の状態更新のダイナミックスを具体的に与えて, マクロ
変数の時間発展, および, 複数のマクロ変数間の関係式を計算機実験の助けを借りて議論すること
は可能であり, このような方針の下で人工労働市場の統計的性質を議論するのが我々の採用する研
究上の戦略である.

1.3 経済古典における「ミクロ」と「マクロ」
経済システムにおける「ミクロ」と「マクロ」, および, その間の「階層構造」に着目し, その方
向性での研究の重要性を説く, このような考え方自体は, 実のところ, かなり早い段階で一部の経済
学者のなかにもあったにはあった. 例えば, F. Hayek (1945) は

「マクロの集計的な数字のみでは経済を議論することができない.」「例えば, 消費であれば, どのよ
うな人々がどのような考え方に基づいて消費しているのか, というミクロな議論の積み重ねが無け
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ればならない.」

と言っているし, R. Lucas (1976)は

「マクロ経済のモデルはミクロ経済学的基礎に立脚すべきである (所謂, 「ルーカス批判」).」「経
済主体 (つまり, ここでは現代的に「エージェント」と考えても良いと思う)の行動原理のないマク
ロ経済モデルは, 将来に対する予想の変化によって経済主体の行動様式自体が変化すれば, 全く意
味が無くなる. 」

と言い切っている [3].
彼らが統計力学, あるいは, 熱力学と統計力学の関係に精通していたかどうかは定かではないが,
いずれにしても, 彼らのような著名な経済学者が, 経済金融システムにおける「階層性」を明確に
意識していたことは上記引用からも良くわかる.
しかし, 「問題を把握する」という観念論のレベルにとどまることと, 具体的「ミクロな」数理
モデルを構築し, 重要となる「マクロな」統計量をコンピュータなどを用いて実際に計算すること
で問題を定量的議論にのせることとの間にはひどく大きなギャップがあるし, そのギャップを埋め
るためには, ある程度, 経済学の知識を持った上で, 統計力学や統計学 (およびその周辺の数学), エ
ントロピーなど各種の情報量規準に基づく情報論的考え方, 大規模な計算機実験や実データ解析を
行うためのスキルなど「現代的なモノの考え方/理論的道具立て」を利用することは不可欠である.
従って, 「経済学」「経済金融システムの研究」は典型的「多体問題」であるだけでなく, 今や, 脳
科学と同様に学際的研究分野となっている.

1.4 フィリップス曲線 : 労働市場における ‘ボイルの法則’

本論文で我々は人工労働市場をモデル化するが,「ミクロ」と「マクロ」の関係性を捉える上で,
どのような (観測)量を取り上げるのか, は重要である.
ここで我々が注目するマクロ変数は, 失業率と物価上昇率であり, それら変数はフィリップス曲
線と呼ばれる関係を満たすことが知られている.
フィリップス曲線とは 1958年に英国の経済学者 Alban William Housego Phillipsが実データに
基づいて発見した法則に基づく曲線である [26]. 具体的には物価上昇率を縦軸に, 失業率を横軸に
選んだとき, これらの変量間に成立する「負の相関」を示したものである. ここで言う物価上昇率
とは, 消費者物価指数を表しており, 消費者物価指数は, 全国の世帯が購入する家計に係る財及び
サービスの価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定したものであり, 家計の消費構造を一定
のものに固定し, これに要する費用が物価の変動によって, どのように変化するかを指数値で示し
たものである [6].
図 3は日本の 1970年代から 2000年代までのフィリップス曲線を 10年おきのデータからプロッ
トしたものである. この図より, 全体として負の相関が見てとれる. 我々は上記のフィリップス曲
線を「労働市場における ‘ボイルの法則’」2 とみなし, これをミクロに説明するための人工労働市
場を構築する.

2ここで言う ‘ボイルの法則’は経済システムにおける「理想気体」を考えているのではなく, ある種のアナロジーである.
さらに, P ∝ V −1 から類推される (物価上昇率) ∝ (失業率)−1 を意味するのではなく, 物価上昇率と失業率の間の「負の
相関」を意味するものとする. 我々は, この「相関」を後に「相関係数」によって定量化する.
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1.5 本論文の構成
本論文の構成は以下の通りである. 次の第 2節では, 決定論的なアプローチとして, Neugartモデ
ルを紹介し, 失業率, および, 物価上昇率 (インフレ率)の 2変数に関する状態更新が, 非線形写像で
与えられることを示す. この写像を制御するパラメータを変化させることで, 失業率, 物価上昇率
はともに周期解を経てカオス・アトラクタに引き込まれることを示す. また, このカオスのストレ
ンジ・アトラクタがこの系のフィリップス曲線を与えることを示し, 失業率と物価上昇率との間に
「負の相関」が現れることを計算機実験により明らかにする. また, ここでのNeugart モデルと提案
する確率モデルを相補的に組むことにより, ミクロ・スケールとマクロ・スケールの中間スケール
の人工労働市場の記述形式とも言うべき, 「メソ・スケールモデル」を提案する. 続く第 3節では,
我々が本論文で提案する構成論的アプローチによる人工労働市場の確率モデルについて, その詳細
を説明する. 具体的には労働者, および, 企業のエージェントを導入し, 労働者と企業の間のマッチ
ングプロセスをミクロに定式化し, また, 企業側のプロジェクト/生産プロセス, および, 労働者に
よる消費プロセス, さらには, 収益の悪化した企業の倒産プロセス等を導入することで, ミクロなモ
デルを構築する. 続く, 第 4節では第 3節で定式化したミクロな確率モデルの振る舞いを様々な統
計量を介して数値実験を行う. 特に, 失業率と物価上昇率との間に成立するフィリップス曲線の形
状とこれら 2つのマクロ量の間の相関係数の正負を議論する. また, 第 2節で導入した, メソ・ス
ケールモデルの振る舞いとそのフィリップス曲線の形状, および, その結果と我が国のフィリップ
ス曲線から得られる実データとの比較検討を行う. 第 5節で全ての計算結果の検討・考察を行い,
今後議論すべき問題点などについても洗い出しを行う. 最後の第 6節は簡単なまとめである.
なお, 本論文で我々が提案するミクロなモデルには多数の変数が現れる. 従って, これらの変数を
表す記号とその意味, 計算機実験において具体的に設定した数値を論文の巻末に表にして載せる.
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2 決定論的モデルと労働市場のカオス的振る舞い
労働市場の振る舞いを調べるための数理モデルはこれまでも数多く提案されているが, それらの
多くは失業率や物価上昇率, インフレ率など, 複数の「マクロな量」「マクロ変数」間の関係を与え
るものであり, 「ミクロ変数」となるエージェントの意思決定に基づく行動が, これらマクロ変数
にどのような影響を与えるのか, あるいは, 逆に, 政府や中央銀行によって施される金融政策のよう
なマクロ変数への働きかけが, エージェントの行動にいかなる影響を及ぼすのか等を確率モデルを
用いて構築した研究は少ない. しかし, 統計力学の構築に熱力学が必要であったように, 既存の, 典
型的労働市場のマクロモデルについての振る舞いを詳しく検討することで, ミクロなモデルを構築
する際の足がかりとすることは重要である. 特に, 「労働市場では主にどのようなマクロ変数の動
きを追うのか」また, 「経験的にわかっている法則や関係式についての情報は得ることはできるの
か」さらに,「その結果を実データなどとの整合性をはかることができるのか」等をそのマクロモ
デルからの知見としてミクロモデルの構築に利用する (フィードバックさせる)ことは重要である.
そこで, ここでは, Neugartによって提案された, 2つのマクロ変数 — 失業率と物価上昇率 — に
関する決定論的な非線形写像で与えられるマクロな労働市場モデルを紹介する. また, 我々は後に,
ここでのNeugart モデルと提案する確率モデルを相補的に組むことにより, ミクロ・スケールとマ
クロ・スケールの中間スケールの人工労働市場の記述形式とも言うべき, 「メソ・スケールモデル」
を提案する.

2.1 Neugart モデル
上述のように, Neugartモデルはマクロ変数に関する決定論的非線形写像で与えられるため, ミ
クロ変数であるエージェントの意思決定に基づく「ジョブマッチング過程」はモデリングされてい
ない. 具体的には, 失業率と物価上昇率の関係をマクロに与え, その年次ごとの状態更新が非線形
写像を与える.

2.1.1 非線形写像の導出

まず, ステップ t での失業率3 を Ut, 外的な社会要因のためそれまで定職にあった者が職を失う
「離職率」を iとする. また, それまで失業中だった者が職にありつき, 「就労者組」へと流れ込む
確率を就職率として ot とする. ここに, この就職率はステップ tに依存することに注意されたい.
このとき, ステップ t+ 1での失業率 Ut+1 (≤ 1)は前ステップ tでの失業率 Ut を用いて

Ut+1 = Ut + i(1 − Ut) − otUt (3)

で与えられるものとする. この式の意味するところは, ステップ t+1での失業率 Ut+1は, 前ステッ
プの失業率 Utにステップ tで職にありつけた労働者のために「失業組」が減る寄与: −otUt と, こ
のステップで職を失った労働者: i(1 − Ut)の和で与えられるという事実である.

Neugartモデルでは離職率 iは時間的に変化せず, 「外的コントロールパラメータ」として扱う.
具体的にはカオス力学系として広く知られるロジスティック写像:

xt+1 = axt(1 − xt) (4)

3「ステップ t」をここでは「年次」と考えるとイメージしやすいと思われる.
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における分岐パラメータ aと同様の扱いとする. 後に見ることになるが, この離職率 iを変化させ
ていくことで, システムは周期軌道からカオス軌道への分岐を見せることになる.
一方, ステップ tで職を見つける労働者の割合 otはステップに依存して変化するものとして扱う.
具体的にはステップ tでの値が次式によって与えられるものと考える.

ot =
Js + Jc,t

Ut + d(1 − Ut)
(5)

Jc,t = γ(m− πt) (6)

ここに, (5)式分子に現れる Js + Jc,t は考える社会における全求人数を与える. この 2項のうちの
第 1項 Js は定数であり, 時間が経過しようが不変に保たれる社会が供給する一定数の求人数を意
味する. 一方, 第 2項 Jc,tは社会情勢等によって変化をうける一定求人数 Jsからの「偏差」であり,
この時間的に変化する求人数は, Neugartモデルにおいては (6)式のように貨幣価値の成長率mと
物価上昇率 πtの差によって決まるものと仮定される. γは 0 < γ < 1を満たす定数である. 従って,
貨幣価値が上昇すればするほど, 実質求人数 Js + Jc,t は増加し, 逆に, 物価上昇率が上がればあが
るほど減少する.
分母は現在 (ステップ tに)職にありつけていない求職者数であり, 分母第 2項 d(1− Ut) は職に
ありつきながら, より良い職を探している就労者の数を表し, この項と第 1項である離職者数 Utを
合算したもの Ut + d(1−Ut)が社会全体の求職者数を与えることになる. 従って, dは所謂 On the
job searchingの割合を表すパラメータと考えることもできる.
以上を総合すると, (5)式はステップ tで職にありつける人の割合は求人数に比例し, 求職者数に
反比例しするという事実を表すことになる.
次に, 期待物価上昇率 πe,t, 交渉賃金 wb,t, (実質)賃金 wpを定義する. 期待物価上昇率とは, 将来
に予想される物価上昇率のことである. Neugart モデルでは, ステップ t + 1における期待物価上
昇率が, ステップ tにおける期待物価上昇率と物価上昇率 πt との間の, パラメータ a (0 ≤ a ≤ 1)
を用いた加重平均として, 次式で定義される.

πe,t+1 = aπt + (1 − a)πe,t (7)

また,物価上昇率 πtを定義するために, 以下で, 労働者の賃金 wp, ステップ tでの交渉賃金 wb,t を
以下に説明するように定義する.
まずは賃金を次で定義する.

wp = (1 − µ)y (8)

ここに, yは労働者一人当たりの生産量であり, µは「需要弾力度」の逆数を表す. 需要弾力度とは,
需要の増加にともなって価格が下落する割合を表し, この価格の下落率が小さいほど需要弾力度が
大きいものとして定義される (図 4参照). 従って, 労働者の実質賃金は, 需要の弾力性が大きけれ
ば大きいほど高くなる. これは例えば, いわゆる「贅沢品」の需要弾力性は大きいが, 日常品の弾力
性は低いということからわかるように, 一人あたりの生産量 (y)が同じであれば, より高価なもの
を生産すればするほど, その労働者の実質賃金は上昇することを意味している. これは理にかなっ
た設定である. 簡単のため, 以下では y = 1として議論を進める.
多くの就労者は労働組合に加入しており, 労働組合は次年度の賃金4 , を引き上げるために交渉
を行う. この交渉が成功すれば賃金は上昇する. 従って, 次にステップ tでの交渉賃金を

wb,t = 1 − (1 − b)Ut (9)
4多くの場合には, 給与の基本的部分 (「ベース」) の引き上げ, つまり, ベースアップ (所謂「ベア」).
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図 4: 重要弾力度 1/µ の需要 (demand) 依存性. 左図が弾力性が高く, 右図が低い.

で定義する. ここに, パラメータ bは 0 < b < 1の値をとることから, 交渉賃金は離職率が高ければ
高いほど減少し5, 逆に離職率ゼロの極限, つまり, 全ての労働者が就労している状況下においては,
一人あたりの生産量, すなわち, y = 1に一致する6. これらを用いて, ステップ tでの物価上昇率を
次式で定義する.

πt =
1
δ

(
πe,t +

wb,t − wp

wp

)
=

1
δ

(
πe,t +

µ− (1 − b)Ut

1 − µ

)
(10)

ここで, 上式の説明のため, ステップ tでの賃金上昇率を

∆wt ≡ wb,t − wp

wp
(11)

で定義しよう. つまり, ∆wt はある時刻における賃金 wp に対し, 時刻 tにおける交渉賃金 wb,t が
どの程度まで上昇したかの割合を wp を基準に測ったものである.
従って, (10)式の意味は, ステップ tでの賃金上昇率が正 (∆wt > 0)ならば, ステップ tでの物
価上昇率は, 期待される物価上昇率 πe,tより大きくなり, 逆に, 賃金上昇率が負 (∆wt < 0)ならば,
物価上昇率は, 期待物価上昇率よりも小さく押さえられる. このことは, 賃金が労使交渉によって
上昇し, 消費者でもある就労者にお金がまわれば回るほど, 人々の購買意欲が上がり, 多くの消費材
の需要が増加することで, それらの価格も高騰していくことを考えると, 合理的な設定であると思
われる.
また, (10)式における δは, (10)式において wp = wb,tとおけば明らかなように, 物価上昇率と期
待上昇率の間のスケール変換 (大きさの調整)を表すパラメータである.
以上から, 物価上昇率 πt と離職率 Ut の間の連立非線形写像を得ることができる. 具体的には,

(3)式に (5),(6)式を (10)式に (7)式を代入すると

Ut+1 = Ut + i(1 − Ut) − Ut
Js + γ(m− πt)
Ut + d(1 − Ut)

(12)

πt+1 =
1
δ

(
µ

1 − µ
+ aπt + (1 − a)

(
δπt −

µ− (1 − b)Ut

1 − µ

))
−1
δ

(
1 − b

1 − µ

(
Ut + i(1 − Ut) − Ut

Js + γ(m− πt)
Ut + d(1 − Ut)

))
(13)

5労働組合の構成員が減少するため, 賃金交渉が十分適切に行われないと考える.
6労働組合の構成員による賃金交渉の結果, 就労者の意見が取り入れられ, 生産量に見合った賃金が得られると考える.
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となる. つまり, Utと πt は上記の非線形写像に従って, ともに決定論的に状態更新していくことに
なる.
ところで, 上記の非線形写像 (12)(13)の固定点 U∗ = Ut+1 = Ut, π

∗ = πt+1 = πt は直ちに

U∗ =
µ−m(δ − 1)(1 − µ)

1 − b
(14)

π∗ = m (15)

のように求めることができる. ここでは, 物価上昇率の固定点 π∗ が, 貨幣価値の上昇率mに等し
い, すなわち, π∗ = mと仮定すると, (12)式で, U∗ = Ut+1 = Ut, π

∗ = πt+1 = πt = mとおくこ
とで

U∗ + i(1 − U∗) − U∗ Js

U∗ + d(1 − U∗)
= 0 (16)

すなわち

Js =
i(1 − U∗(U∗ + d(1 − U∗)))

U∗ (17)

として社会が供給する一定数の求人数 Js が定まる. 以下の数値計算では, 上記 (17)の条件下で非
線形写像 (12)(13)の振る舞いを調べて行くことにする.

2.1.2 非線形写像の分岐構造とカオス

前出の非線形写像 (12)(13)は分岐パラメータ iを変化させていくことで, やがてカオス的振る舞
いを見せる. 図 5に分岐パラメータを i = 0.8と選んだ場合の失業率 Ut と物価上昇率 πt の時間変
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図 5: 分岐パラメータを i = 0.18 と選んだ場合の失業率 U(左) と物価上昇率 (右) の時間変化. 各種パラメータは,
d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ = 0.5, δ = 2, a = 0.5, m = 0.03 と選んだ.

化を t = 200程度までプロットした. この図から明らかにそれぞれの軌道は固定点へ収束するこ
ともなく, また, 周期軌道をとることもなく, 「複雑な振る舞い」をみせることがわかる. そこで,
分岐パラメータを i = 0.1から i = 0.185程度まで増加させた場合の Ut, πt のとりうる値をプロッ
トし, この非線形写像の分岐構造を調べてみる. 結果を 図 6 に載せる. ここに, i以外の各種パラ
メータは, d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ = 0.5, δ = 2, a = 0.5,m = 0.03と設定した. この図から,
i ' 0.13199を境に分岐し, パラメータ iが増加していくと分岐が増え, カオス的な振舞をみせるこ
とがわかる. このカオスを発生させる分岐パラメータとしては, mや dでも同様であり, これらの
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図 6: パラメータ iを変化させた場合の失業率 U(左)と物価上昇率 (右)の分岐構造. i = 0.18程度でカオスが生じる. 各
種パラメータは, d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ = 0.5, δ = 2, a = 0.5, m = 0.03 と選んだ.

分岐パラメータが, ある一定の値を超えた時, パラメータと失業率 U や物価上昇率 πの関係はカオ
スになる.

2.1.3 カオス・アトラクタとしてのフィリップス曲線

分岐パラメータ i(離職率)をカオスが出現するような値を取った時の失業率 U と物価上昇率 πの
関係は図 7のようになる. 図 7から, 失業率 U と物価上昇率 πが負の関係を表すフィリップス曲線
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図 7: 失業率 U と物価上昇率率 π の関係 (フィリップス曲線). 各種パラメータは, d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ =
0.5, δ = 2, a = 0.5, i = 0.18, m = 0.03 と選んだ.

が現れていることがわかる.
また, 図 8 には, 失業率, および, 物価上昇率の時間発展を横軸を時刻 t, 縦軸を t+ 1での値にそ
れぞれプロットした. スケールを変えてプロットを眺めて行くと, 自己相似な構造が見える. 従っ
て, Neugart モデルでは, このような「ストレンジ・アトラクタ」がフィリップス曲線を与えるこ
とがわかる.
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図 8: 分岐パラメータを i = 0.18と選んだ場合の失業率 U(左)と物価上昇率 (右)の時間変化を横軸を時刻 t, 縦軸を t+1
での値にそれぞれプロットしたもの. 各種パラメータは, d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ = 0.5, δ = 2, a = 0.5, m = 0.03
と選んだ.

2.1.4 失業率と物価上昇率の稠密性と不変測度

Ut, πt で記述される力学系はカオスであるから, 有界区間の全ての微小領域をそれらの軌道が埋
め尽くし, 結果として, これらの変数に関する不変測度 (密度関数) P (U), P (π)が得られる. その結
果を図 9に示す. 従って, Neugartモデルは決定論的な状態更新の非線形写像によって失業率と物
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図 9: 失業率と物価上昇率の不変測度, P (U)(左), および P (π)(右). d = 0.01, b = 0.5, µ = 0.04, γ = 0.5, δ = 2, a =
0.5, m = 0.03 と選んだ.

価上昇率が決まるが, その写像からのサンプリングを行うと, それは上記のような不変測度を持ち,
ある種のバイアスのかかった「乱数生成装置」のような性質も兼ね備えてることがわかる. しかし,
重要なのは, 各ステップでは決定論的な状態更新式に従って, 失業率と物価上昇率が変化する点で
ある.

2.2 Neugartの知見を用いた「メソ・スケール」モデル
我々は, 次節以降で説明するミクロモデルから導きだされる失業率と価格上昇率のいずれか一方
と, ここで述べた Neugartモデルの失業率, あるいは, 価格上昇率のどちらかを組むことで, ミク
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ロ・スケールとマクロ・スケールの「中間」に相当する「メソ・スケール」モデルを構築すること
もできる.
具体的には

Ut+1 = Ut + i(1 − Ut) − Ut
Js + γ(m− πt)
Ut + d(1 − Ut)

(18)

πt+1 = F(次節で導入されるミクロモデルからの発展式) (19)

あるいは

Ut+1 = G(次節で導入されるミクロモデルからの発展式) (20)

πt+1 =
1
δ

(
µ

1 − µ
+ aπt + (1 − a)

(
δπt −

µ− (1 − b)Ut

1 − µ

))
−1
δ

(
1 − b

1 − µ

(
Ut + i(1 − Ut) − Ut

Js + γ(m− πt)
Ut + d(1 − Ut)

))
(21)

を構築し, 上記方程式で与えられる労働市場をここではメソ・スケールモデルと呼ぶことにする.
メソ・スケールモデルでは, 失業率 Ut, 物価上昇率 πtのいずれか一方は決定論的漸化式に従って状
態更新を行うが, 他方は確率モデルに基づき, ミクロなエージェントの意思決定から決定されるた
め, Neugart モデルと異なり, カオス的振る舞いを見せることはない. しかし, これらマクロ変数の
状態更新に確率的要素を加えることで, 現実の労働市場における「不確定性」を再現することがで
きると気体される. 上記の 2タイプのメソ・スケールモデルのそれぞれの振る舞いとその結果は次
節以降で議論することになる.

3 構成論的アプローチ: 労働市場の確率モデル
前節では, 各種のマクロ統計量の間になりたつ時間的な関係性を仮定することで, 離職率と物価
上昇率に関する連立非線形写像を導出した. しかし, このマクロモデルの最大の欠点は, 例えば, 離
職率 Utがどのようなミクロ変数の動きから決定されるか, という観点が欠落していることである.
本来, 離職率はミクロにみると, 求職者と従業員募集をかける企業との間のジョブ・マッチングの
プロセスや, 企業倒産による「解雇」など, ミクロなエージェントの振る舞いに左右されるはずで
ある. 前節でのマクロモデルでは, これらミクロなエージェントの行動を「粗視化」しており, その
ような粗視化の手続きのもとで得られるマクロ変数 Ut と πt の振る舞いを論じている.
そこで, 本節では, 前節で得られた離職率 (失業率)と物価上昇率の時間変化, および, フィリップ
ス曲線の振る舞いをミクロな確率的エージェントの動きから導くことを試みる. 前節でのマクロ変
数が確率的でなく, 決定論的に時間発展したのに対し, ここでのエージェントは各ステップにおい
て, 前年度の情報に基づき「確率的に」意思決定する. 労働者人口程度の大規模システムを想定す
る場合, エージェントの確率的動作仮説は, 現実の十分良い近似を与えるものと期待できる.
提案モデルの説明である本節とその結果を述べる次節は本論文の中心部分である.

3.1 提案する確率モデルの概観
ここでは, 本研究で構築するミクロモデルにおける各エージェントとそのの行動について述べ
る. 本モデルでは複数の労働者エージェント群W = {Wi|i = 1, · · · , NW }と企業エージェント群
C = {Cj |j = 1, · · · , NC}によって社会 (労働市場)が構成されると考える. 各エージェントは, 他
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のエージェントの行動に関わらず, それぞれが独立して行動する. つまり, ここではミクロ変数間
の陽な相関は考えない. このとき, 「一単位年次」を計算機シミュレーションにおける単位ステッ
プ幅「1」で定義する.
ここで扱うミクロモデルには, 多くの変数が含まれ, かつ, それらの変数間の関係が複雑であるた
め, まずは, 各エージェントの単位ステップあたりの行動と計算機シミュレーションの手順の概観
を押さえておくことにする. 各フェイズの詳細は次節以降に逐次説明を与える.

(i) 企業 Cj (j = 1, · · · , NC)の初期資金 ecj (0), 募集人数 vCj , 賃金 wCj を設定する. 各企業は
各々, 金融サービス, 電気製品, 重工業, 自動車 · · · 等, いずれかの「業界」に属するものとし,
それら「業種」をm(l) (l = 1, · · · , NM ) で区別する.

(ii) 労働者Wi (i = 1, · · · , NW )の労働力を bWi , 応募数を aWi とし, これら変数を一様乱数から
ランダムに決定する.

(iii) 各労働者は応募数 aWi (1 ≤ aWi ≤ amax)回だけ, 希望企業にエントリできる.

(iv) 企業は応募者のなかから採用予定人数分だけ採用する.

(v) 各企業は成功確率の予想値 P ′(t)のプロジェクトを企画し, そのプロジェクトを遂行するため
の「コスト」を支払うことで, プロジェクトを実行する. プロジェクトの成功確率 PWj (b)は
各企業の総労働力によって決まる.

(vi) プロジェクトの成功した企業のみが「生産」を行うことができる.

(vii) 生産を行った企業は得られた「生産物 (消費材)」の価格を決定し, 企業は生産物を売り, その
収益の一部から労働者に賃金を支払う.

(viii) 資金 (= 収益 −投資 −賃金)がマイナスになった企業はその時点で倒産し, 倒産した企業の
就労者は失業する.

上記のプロセス (i)-(viii)を多数回 (多数ステップ)繰り返すことで, 失業率や物価上昇率などのマ
クロ変数の時間発展, および, マクロ変数間の関係性を議論する.
以下では上記の各フェイズについて説明していく.

3.2 基本パラメータの設定: (i)(ii)

まずは, システムサイズ等, 計算機シミュレーションを実施する際の基本パラメータの設定を行
い, 各種パラメータ間に成立すべき関係について押さえておく.
企業の総数を NC , 業種数をNM ,業種m(l) の企業数をNm(l), l = 1, · · · , NM とすると

NM∑
l=1

Nm(l)∑
j=1

1 = NC (22)

が成立する. ここでは, NC = 500, V = 72000, NW = 44000とする.
業種m(l)に属する各企業 Cj はステップ (時刻) tごとに, 募集人数 vCj∈m(l) だけ労働者を募集
する. 各企業 Cj は業種m(l) (l = 1, · · · , Nm)のいずれかに属しており, 全企業のうちどの業種に
何社が属するか (つまり, Nm(l))に関する情報は「経済産業省企業活動基本調査」[4]に基づく統計
によって決定する. ここでは,シミュレーションの開始時に, 企業 Cj が業種m(l)に属する確率を
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PCj∈m(l) = γm(l)で設定しておく. ここに, γm(l)は 0 ≤ γm(l) ≤ 1 を満たす実数であり, 確率の規格
化条件から

NM∑
l=1

γm(l) = 1 (23)

が成り立つことに注意する. 具体的にここでは, NM = 4, γm(1) = 0.475, γm(2) = 0.378, γm(3) =
0.012, γm(4) = 0.166と設定する.
ここでは簡単のため, vCj∈m(l) はステップ tに依らず一定であり, 「同業種の企業の募集人数は
全て同じ」として議論を進める. すなわち, 全企業の募集人数を V , 業種 (業界)m(l)の募集人数を
Vm(l) とすれば

Nm(l)∑
j=1

vCj∈m(l) = Vm(l) (24)

NM∑
l=1

Vm(l) = V (25)

が成立することに注意すべきである. 一定値とおいた vCj∈m(l) は, (24)式から直ちに

vCj∈m(l)

Nm(l)∑
j=1

1 = Vm(l) (26)

であるから

vCj∈m(l) =
Vm(l)

Nm(l)
=一定値 (∀Cj ) (27)

で与えられる. ここに, Vm(l) は εm(l) を業種m(l)の募集人数を決定するパラメータとして関係式:

Vm(l) = εm(l)V (28)

で与えられることに注意されたい7. 具体的には, εm(1) = 0.44, εm(2) = 0.393, εm(3) = 0.012, εm(4) =
0.166とした.
次に, 労働者のパラメータの設定を行う. 労働者は各ステップ tごとに, 一定数 NW 人だけ労働
市場に参入する. 各労働者Wi は, 各自が希望する業種を一つ決定する. ここで, 労働者Wi が業種
m(l)を希望する確率を PWi∈m(l) = δm(l) と定義し, この値を「ワークス大卒求人倍率調査 (2010年
卒)」[6]からの統計に基づいて設定する. 確率の規格化条件から

NM∑
l=1

δm(l) = 1 (29)

が成り立つことに注意すべきである. ここで, 具体的に δm(1) = 0.362, δm(2) = 0.136, δm(3) =
0.14, δm(4) = 0.362とおいた.
労働者 i の労働力 bWi , および, 応募数 aWi をそれぞれ, 実数, 整数として定義し, bWi を範囲

[bmin, bmax] から, aWi を [1, amax]の一様乱数を離散化した (整数化した)数からランダムに決定す
る (つまり, amax 面サイコロを振る). ここに, amax = 6, bmin = 0.2, bmax = 1としたことに注意さ
れたい.

7当然, (24)(28) 式から, パラメータ εm(l) は規格化条件
PNm(l)

j=1 εm(l) = 1 を満たす.

14



3.2.1 求人倍率

労働者数NW と全企業の募集人数 V の間には, パラメータ Γを比例定数として

V = ΓNW (30)

なる関係があるものとする. このパラメータ Γはその意味合いから, 労働市場における求人倍率と
みなすことができる. また, この逆数は労働市場における「実質競争率の逆数」とできるため, 本論
文では以降, β ≡ Γ−1を実質競争率として定義し, しばしばこの名称で参照する. また, 本研究では
専ら, Γ > 1の「売り手市場」を考えるが, Γ < 1の「買い手市場」も提案モデルの範囲内で解析可
能であることを付言しておく. なお, 計算機シミュレーションにおける具体的な我が国における求
人倍率 Γの値は「ワークス大卒求人倍率調査 (2010年卒)」[6]における統計に基づいて決定した.
具体的には

Γ =
V

NW
=

72000
44000

= 1.63 (31)

である.

3.3 エントリフェイズ: (iii)

ここでは, 労働者の各企業への「エントリ」の具体的手続きについて説明する. このフェイズは
本確率モデルにおいて重要なプロセスの一つである. 下記に述べるように, 我々の確率モデルでは,
労働者エージェント間に陽な相互作用は存在しない. すなわち, 「彼があの企業にエントリするか
ら, 私もエントリする」「あの企業にエントリする友人が少ないから, 私もエントリしない」という
類いの意思決定をエージェントがとることはない. その代わり, 今年度エントリするエージェント
群の一部が, 前年度に首尾よく就職できたエージェント群の戦略を参考にして各自のエントリの戦
略を決定することができる (エントリ数の学習のフェイズを参照のこと), という「緩やかな」相互
作用がシステムに存在するものとしてモデリングを行う. 詳細を以下で説明していこう.

3.3.1 時間構造における「階層性」

本論文で提案する確率モデルでは, 単位ステップ内にラウンド L (≤ amax)回の応募が行われる.
つまり, このモデルでは, 離職率や物価上昇率が算出され, 厚生労働省/経済産業省などの統計とな
る「ステップ t」よりもさらに短い「時間スケール L」が存在し, この Lの時間スケールが, このモ
デルにおける「最小時間スケール」を与える. 従って, 提案モデルでは, 時間軸上にもこのような
「階層性」を有することに注意されたい.

3.3.2 エントリ・アルゴリズム

具体的なエントリの手続きは, ラウンド L = 1で各労働者Wi は (ii)で決定された希望業種のな
かの 1つの企業にエントリする. 業種内の, どの企業にエントリするかは一様乱数を用いてランダ
ムに決定する. つまり, この段階で職についた人々の割合: f (L=1)

t は次式で与えられる.

f
(L=1)
t = 1 −

∑Nm

l=1(NW δm(l) − Vm(l))Θ(NW δm(l) − Vm(l))
NW

= 1 −
Nm∑
l=1

(
δm(l) −

Vm(l)

NW

)
Θ

(
δm(l) −

Vm(l)

NW

)
(32)

15



ここに, Θ(x)は階段関数であり, x ≥ 0ならば 1を, x < 0ならばゼロを出力する. また, ft(L = 1)
はステップ t, ラウンド L = 1における就職率と考えることもできる. 具体的な数字を代入すると,
ft(L = 1) = 0.769849が得られる. 従って, 全てのラウンドが終了した後の就職率を ft とすれば,
ft はステップ tでの失業率と次の関係を持つことに注意されたい.

ft = 1 − Ut + (全労働者に対する企業倒産による失業者の割合) (33)

従って, 提案モデルでは, 上記の就職率は新卒者を対象とした就職率と考えることができる.
ラウンド 1 < L ≤ amaxにおいては, 労働者Wiは, 応募数 aWi のラウンドになるまで企業にエン
トリできる. ここでは, 必ずしも自分の希望業種にエントリするのではなく, 業種も範囲 [1, NM ]の
一様乱数を整数化した数からランダムに選択し, エントリするものとする. つまり, 各労働者は最
初のラウンドのみ, 自分の希望業種にエントリし, それ以降は各ラウンドで「NM 面サイコロ」を
振り, 出た目に基づいて業種を決めてエントリする. また, 当然のことであるが, 単位ステップにお
いて, 労働者Wi が同じ企業に重複してエントリすることはできない.

3.4 採用フェイズ: (iv)

エントリフェイズ (iii)が終了した後, 各企業 Cj はエントリしてきた労働者のなかから適時,「採
用活動」を行う. このとき, ステップ tにおいて, 企業 Cj にエントリしてきた労働者数を sCj (t)と
すると, 採用試験や面接の後に, 企業 Cj 採用した労働者数 u′j(t)は次式で与えられる.

u′Cj
(t) =

{
sCj (t)　 (vCj > sCj (t))
vCj　 (vCj ≤ sCj (t))

(34)

つまり, エントリ数 sCj (t)が募集人数 (採用予定人数) vCj を上回った場合, 企業がランダムに労働
者を選別し, u′Cj

(t) = vCj のように採用予定人数まで切り詰めて採用を決定する. ここで, どの企
業からも採用されなかった労働者は, 今後, 永久に失業のままとなる.

3.4.1 エントリ数に関する労働者の学習

高度に情報化が進んだ現代では, 前年度 (ステップ)の各労働者が彼らの就職活動において採った
戦略とその結果を新聞や各種の就職情報誌等, 様々なマス・メディアを介して次年度の労働者が参
照できる. 本モデルでは, そのような戦略に関する情報のなかから「成功者のエントリ回数」のみ
が参照可能であるものとする. その具体的参照法を以下で説明する.
まず, ステップ tで就職することのできた労働者数を gtとすると, 就職できなかった労働者 gtは
明らかに

gt = NW − gt (35)

で与えられる. ステップ t+ 1で労働市場に参入する労働者 NW のうち, 直前ステップ tで就職す
ることのできなかった人数 gt だけが, ステップ tで就職することのできた労働者の「応募数 ai の
平均」を参考にし (このグループを集合At+1と呼ぶ. |At+1| = gtである), 自分の応募数を決定し,
直前ステップで就職できた人数に対応する, 残りの gt 人 (この集合を Bt+1 と呼ぶ. |Bt+1| = gt で
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ある) は各自のエントリ数をランダムに決定するものとする. つまり, ステップ t+ 1における労働
者Wi の応募数は

aWi =

{
Pg(t)

i=1 aWi

gt
の整数部分 (Wi ∈ At+1)

[1, amax]の一様整数値乱数 (Wi ∈ Bt+1)
(36)

で与えられる. すなわち, 各エージェントの各ステップにおけるエントリ数は一つ手前のステップ
の状態 (例えば前年度の就職状況)に依存して「単純マルコフ的」に決定されることになる.

3.4.2 内定辞退とその扱い

既に述べたように, 我々の確率モデルでは, 同一企業への重複エントリは禁止されており, かつ,
同一時間ステップ内の 2回目以降のラウンドでは, 各労働者は各自の希望業種以外の業種へも積極
的にエントリするものとしている. 従って, 一つも内定をもらえない労働者が出現する一方, 複数
の内定, あるいは多数の内定を占有する労働者も現れる. また,「大企業」と「中小企業」にそれぞ
れカテゴライズされる企業からの内定通知を同時に複数受け取った場合, 多くの労働者は「安定し
た」大企業を選ぶ場合が多く, このような内定辞退者の存在 (および, それによって就職できなかっ
た層への「しわ寄せ」)が企業と労働者間の「ミスマッチ」を増長し, 結果として社会全体の離職
率を持ち上げることで大きな社会問題となっていることは周知の事実である. 本モデルでは, 労働
者が複数の企業から内定通知を得る場合, 該当する労働者は, 採用された企業からランダムに一社
を選び就職することで「内定辞退」を取り入れる. 従って, ステップ tにおいて, 企業 Cj の採用し
た労働者数 uCj (t)は常に採用予定人数よりも少なく, 不等式: uj(t) ≤ u′j(t)が満たされる.

3.4.3 終身雇用制度の導入と従業員数

現代の日本では, 「終身雇用制度」が崩れ, 企業は適時リストラを敢行し, また, 労働者もより良
い職場を求めて企業を移り変わる形態に以降してきていると言われる. しかし, 社会全体としてみ
ると, 多くの企業では依然としてこの終身雇用制度をとっており, 本確率モデルでも, 所謂, On the
job searchingを除外し, ステップ tに企業Cj に入社した労働者は自社が倒産しない限り, 時刻 t+ τ

まで同じ企業で働くものとする. また, 各企業も倒産しない限り, 従業員を解雇しないものとする.
ここで, τ は労働可能年齢幅を表しており, 実際の労働市場においては「入社」から「定年退職」ま
での年次数を意味する. すなわち, 時刻 tでの企業 Cj の全労働者数 UCj (t)は

UCj (t) =

{ ∑k=t
k=0 uCj (k) (t ≤ τ)∑k=t
k=t−τ uCj (k) (t > τ)

(37)

で与えられる. 具体的な数値としては , 現在の我が国において, 終身雇用制度をとる企業の労
働可能年齢はおおよそ大卒入社年齢を 23(歳), 退職年齢を 65(歳)とした場合を考慮し, ここでは
τ = 65 − 23 = 42(年)と選ぶ.
もちろん, 我が国以外の諸外国の労働市場をモデリングする際には, この部分を再検討する必要
がある. 特に, 欧米などでは, 職についている労働者が, より良い職場を用いて就職活動を行う, い
わゆる, On the job searching が一般的となっており, この場合, 上記の従業員数は時間とともに確
率的に変化する変数と見なさなければならなくなるであろう. これについては随時改良を加えて行
くことで, モデルを修正していくことは可能であることを付言しておこう.
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3.5 プロジェクト企画フェイズ: (v)

就職活動に成功した全ての労働者が, 自身の勤務先を決定した後, 各企業はこれから立ち上げる
プロジェクト成功予想率: P ′

Cj
(t) (P ′

min ≤ P ′
j(t) ≤ P ′

max) のプロジェクトを企画/立案する. 具体的
に, この予想値 P ′

j(t)は予め設定した範囲 [P ′
min, P

′
max]の一様乱数からランダムに決定する.

企画されたプロジェクトを実行するためには「コスト」がかかる8. 本モデルでは, ステップ tに
企業 j が企画したプロジェクトのコスト dCj (t)を

dCj (t) = {UCj (t)}α = exp
[
α logUCj(t)

]
(38)

で定義する. ここで, αは当該プロジェクトが, どの程度のコストを必要とするかを決定するパラ
メータである. 従って, プロジェクトのコストはパラメータ αに関して指数関数的に振る舞い, そ
の指数関数の速さは従業員数の対数に比例して決定されることになる. また, 従業員数に関しては
ベキ則で変化し, ベキの指数 αが正であれば, プロジェクトのコストは従業員が多ければ多いほど
高くなり, αが負値をとれば, 逆に従業員が多い企業ほどプロジェクトの遂行に際してコストが押
さえられる. この設定が理にかなっているか否かは, 従業員数が多い大企業ほどコストの高い大き
なプロジェクトを立ち上げ, 遂行しやすいか否かを推察することである程度は判断できる.
また, 例えば, コストの増加度合いが従業員数の増加に対し, 指数関数的に増加する状況であれ
ば, (38)式を

dCj (t) = exp
[
α

′
UCj(t)

]
(39)

と変更すればよい. 本研究では専ら, (38)式を採用する.
このとき, 実際のプロジェクトの成功確率は, 企業 Cj で働く労働者をWi∈Cj とし, その労働者の
労働力を bWi∈Cj とすれば

PCj (t) = P ′
Cj

(t)

∑UCj
(t)

i=1 bWi∈Cj

UCj (t)

 (40)

で与えられる. つまり, 成功率はプロジェクト成功予想率と従業員の平均労働力の積で与えられる.
すなわち, プロジェクトの成功予想率が高かったプロジェクトは結果として成功する可能性が高く,
また, 従業員の労働力の高い企業はプロジェクトを成功させる可能性が高い.

3.6 生産フェイズ: (vi)

提案モデルでは, プロジェクトに成功した企業のみが生産を行う. ここでは, ステップ tにおいて,
企業 Cj が自社の消費材を生産した際の総生産量 qCj (t)は, 従業員の労働力の総和に等しいとして

qCj (t) =

{ ∑UCj
(t)

i=1 bWi∈Cj (プロジェクトに成功した時)
0 (プロジェクトに失敗した時)

(41)

で決定されるものとする. ただし, 簡単のため, 生産される消費財は業種を問わず全て同一とする.
生産された消費財は, 次年度に持ち越すことはできず, 全て就労者が消費するものとする. つま
り, ここでは簡単のため,「就労者 =消費者」と考える9.

8ここでは, 人件費を除く様々な費用のことを「コスト」と総称する.
9逆に言えば, このモデルでは, 無職な者は消費できないと考える.
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3.7 価格決定フェイズ: (vii)

生産可能な全企業が生産活動を行った後, 消費財の価格を決定する. 本モデルでは, ステップ tに
おける「単一消費材」の価格が

p(t) =
ψ

Q(t)
(42)

で決定されるものとする. ここに, ψは政府が金融政策を実施し, 日銀などが金利を上下させること
によって, マクロに物価を変動させる効果を表すパラメータである. 例えば, 極度にインフレが生
じた国では, このパラメータ ψを小さく変更することで, デノミネーション (所謂「デノミ」)を実
施する. また, Q(t) =

∑NC

j=1 qj(t)は全企業が生産した消費財の総数である. つまり, (42)式におけ
る p(t)とQ(t)の関係は, 消費材の供給が減れば価格が上昇し, 供給が増えると価格が上昇するとい
う「供給曲線」を表している.
このとき, ステップ tでの企業 Cj の利益 rCj (t)は

rCj (t) = p(t)qCj (t) − ΩCj (t) − dCj (t) (43)

で与えられる. ここに, Ωj(t) =
∑UCj

(t)

i=1 ωCj
は各企業で勤める労働者の賃金の和である. (43)式か

ら, プロジェクトが失敗すれば生産ゼロ: qCj (t) = 0となり, コスト dCj (t)と賃金 ΩCj(t) が払われ
企業 Cj は減益となる.

3.8 倒産フェイズ: (viii)

各企業の利益を計算した後, 収益の極端に悪化した企業は倒産する.
ここでは具体的に次式で企業の資金を更新する.

ζCj (t) = ζCj (t− 1) + rCj (t) (44)

この式で状態更新する企業 Cj の資金 ζCj (t)が ζCj (t) ≤ 0を満たせば, 企業 Cj は倒産し, 企業 Cj

の従業員は失業すると定義する. また, 企業が倒産すると, 新企業が初期資金 ζCj (0)を有して社会
に参入する. これは社会全体の企業数を一定にするためである.

3.9 失業率と物価上昇率
本モデルにおいて, ステップ tでの失業率 (離職率)Ut は, ステップ tで倒産により失業した労働
者の数を h(t)とすれば

Ut =
∑t

k=t−τ gt +
∑t

k=t−τ h(t)∑t
k=t−τ NW

(45)

で算出される. つまり, 時刻 tでの労働者のうち, 就職できなかった者と, 倒産により失業した者の
和を「失業者」としてカウントし, 労働者全体に対する, その割合を失業率とする.
一方, ステップ tでの物価上昇率 πt は次のように定義される.

πt =
p(t) − p(t− 1)

p(t)
(46)
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このとき, 物価上昇率をある基準点での物価 p(0)を用いて

πt =
p(t) − p(0)

p(0)
(47)

として定義することもできる. しかし, 本稿では, より微細な物価の上昇も検知できる「微分的定
義」である (46)を採用する.
以上により, 我々が提案するミクロなモデルでは失業率と物価上昇率がステップ tごとに Ut =

Pt
k=t−τ gt+

Pt
k=t−τ h(t)

Pt
k=t−τ NW

πt = p(t)−p(t−1)
p(t)

(48)

で与えられることになる. ただし, 上式右辺はこの節で述べたアルゴリズムによりミクロに決定さ
れることに注意されたい. 次節ではこの決定式に従って, 失業率と物価上昇率等の時間変化を計算
機実験により調べて行く.

4 計算機実験
前節までで, 我々の確率モデルの定義とその詳細の説明が全て済み, 計算機実験のためのセット
アップが全て整ったので, ここからは具体的な計算機シミュレーションとその結果について考察し
ていく. 以下でいくつかの重要な統計量の時間変化, および, それらの平衡状態の値の各種パラメー
タ依存性を調べる. シミュレーションで用いた各種パラメータ, システムサイズなどの詳細は, そ
れが参照されるごとに明記するが, 本シミュレーションではこれらのパラメータが多数にのぼるた
め, その一覧を論文の巻末に表として載せてある. こちらも同時に参照して頂けると幸いである.

4.1 ミクロな確率モデルとその振る舞い
まずは, 我々が前節で提案/説明した労働市場のミクロな確率モデルの振る舞いについて詳細に
述べる. 具体的にミクロなエージェントの意思決定の更新を既に陽に導入してあり, これらの変数
はシミュレーションを実行することによって各々更新されていくが, システム全体の振る舞いを調
べるため, どのようなマクロ変数を選択すればよいか, ということを考えなければならない. そこ
で, 以下ではそのような意味ある「レレバント」なマクロ変数をピックアップし, それらについて
の振る舞いを深く調べていくことにする.

4.1.1 就職率の時間変化

まず, 最も興味あるレレバントな量として, 就職率の時間変化を挙げることができる. ここでの
就職率とは次のように定義される. すなわち, ステップ tで就職することのできた労働者数が gtの
とき, この年度の就職率 ft(≡ 1 − Ut +企業の倒産による離職率)は

ft =
gt

NW
(49)

で与えられる. 個々の労働者がエントリすることのできる企業数を amax = 6に固定した場合の就
職率の時間変化を図 10 に示す. この図からわかるように, 就職率のダイナミックスにおけるスター
ト直後はステップ数の増加とともに単調に増加するが, ほどなく, 就職率はある一定値 F (∼ 0.9)に
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図 10: 就職率の推移 (amax = 6). ダイナミックスの開始時から t ∼ 300 ステップまでの就職率増加の要因は労働者のエ
ントリ数に関する学習効果によるためである.

近づく. ところで, この増加の要因は, 3.4.1節で導入した労働者の学習効果によるものである. つ
まり, 直近ステップで就職に成功した労働者のエントリ数の平均値を労働者の一部が採用すること
によって, 同一の企業に多数の労働者が集まり, 他の企業にはほとんど集まらないという所謂「ミ
スマッチ」が改善され, その影響が就職率に反映したものと類推できる.
ところで, ここでの単位ステップ t = 1は現実の労働市場におけるどの程度の時間スケールを意
味するのか, を明確にしておくことは重要である. ここでは, 厚生労働省, あるいは, 地方自治体が
そのコミュニティに属する労働者の就職率を算出し, 統計として公開するタイミングを単位ステッ
プ (t = 1)として定義することにする.
ここで「残留失業率」を∆F ≡ 1− F で定義すれば, この計算機シミュレーションにおける残留
値∆F はおよそ∆F ∼ 0.9であり, この値は過去数年に遡る日本の年度末期の残留失業率にほぼ一
致する (図 11参照).
ところで, 今年度 (2010年度), 大卒就職率が 60%台まで落ち込んだことが各種メディアをにぎ
わせたが, この就職率は 12月期のものであり, 図 11をみるとわかるように, この 12月期の就職率
は例年 70%付近を推移している. しかし, どの年も 12月期の統計が発表される 4ヶ月後の 4月期
には就職率が 90%台にまで上昇しており, 我々の計算機シミュレーションはこれらの結果を定性的
には再現しているとみなすことができる.

4.1.2 平衡状態における就職率とエントリ数の関係

提案モデルでは, 応募数 aWi
は範囲 [1, amax]の一様乱数を離散化した (整数化した)数からラン

ダムに決定するが (つまり,「amax面サイコロ」を振る), 応募数 aWi を労働者に依らず一定値 χと
し,十分に時間経過した時の就職率 limt→∞ ft = F と応募数 χの関係を図 12に示す. この図 12 で
は, 赤線がミクロモデルのエントリ・アルゴリズム, 緑線が δm(l) = 1/NM , つまり, 労働者がどの
業種も同じ確率で選ぶ場合をプロットしたものである. この図より, 十分に時間が経過後の就職率
に対し, L = 1ラウンド目での業種選択の偏りによる影響は非常に小さく, 上記 2つの選択方式に
対し, 平衡状態での就職率 F に大きな差はでなかった.
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図 11: 厚生労働省「大学卒業予定者の就職内定状況調査」を元にプロットした我が国における年度別就職率の変化.

この図 12を見ると, 応募数が χ = 1の時に就職率 F が最も低く, 就職率は χ = 3の時に最大値
をとり, χ > 3では応募数とともに単調に減少して行き, 就職率は 82%前後で推移することになる.
χ = 1の時に就職率 F が最も低いのは, χ = 1の場合, 各労働者は自分が希望する業種のみに応募す
るからであると考えられる. それにより, ある業種で企業の募集人数よりも多くの労働者が集まっ
てしまい, 結果として内定漏れが起こるためであると考えられる. この労働市場における「需要と
供給の不一致」は, 現代の我が国においては金融業で多くみられる現象である. ワークス大卒求人
倍率調査 [6]によると, 全体での求人倍率が Γ = 1.63倍,つまり一人に 1.63社の求人があるのに対
し, 金融業では 0.21倍と非常に厳しい就職状況となっている.

4.1.3 就職率のエントリ数依存性: 近似を用いた解析解

前節で見た, 就職率の応募数に対する χ = 3での最適性は普遍的なものなのか, あるいは, 求人倍
率 (実質競争率 β = Γ−1)などの外部パラメータに依存するのかを調べることは重要である. その
際, システムサイズ等に依らない解析解が得られるとありがたい. そこで, ここでは, ある近似のも
とで限定的に得られる就職率の応募数依存性の解析解を導出する.
まず, NW 人の全ての労働者が, 等しく χ回だけエントリするものとすれば, ここで我々が考え
る社会における企業全体の総応募数が V であるから, 任意の労働者の「1回」のエントリが「内定
漏れ」する確率 p1 は

p1 =
χNW − V

χNW
=
χ− Γ
χ

(50)

で与えられる. ここで, 求人倍率 Γ(実質競争率 β ≡ Γ−1)の定義: V = ΓNW を用いたことに注意
されたい. 従って, 任意のエントリが「内定」を勝ち取る確率はこの余事象を考えて 1− p1である.
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図 12: 平衡状態での就職率 F の応募数 χ 依存性. l = 1 ラウンド目での業種選択の偏りを入れた場合 (Bias initial) と偏
りが無く, ランダムな場合 (Random initial).

よって, 任意の労働者が χ回のエントリのうち, k回内定漏れする確率は次の 2項分布に従う.

pr = χCr p
r
1(1 − p1)χ−r = χCr

(
χ− Γ
χ

)r (
1 − χ− Γ

χ

)χ−r

(51)

従って, 任意の労働者の手元にある χ回のエントリが「全滅」する確率は上式で r = χのときであ
るから, {(χ− Γ)/χ}χ であり, 任意の労働者が就職できる確率, つまり, 就職率 F はこの「余事象
確率」で与えられることは明らかなので就職率 F は

F = 1 −
(
χ− Γ
χ

)χ

(52)

で与えられる. つまり, 就職率 F は応募数 χ と求人倍率 Γ (実質競争率 β = Γ−1)のみの関数で書
ける. いくつかの Γ値に対する近似式 (52)の振る舞いを図 13に載せる.
ここで, 上式が「近似式」であるのは, その導出からも明らかなように, 求人倍率 Γが十分に大き
い (実質競争率 β = Γ−1 が十分に小さい), χ � Γの条件下でしか成立し得ないためである. また,
求人倍率 Γが極めて低く (実質競争率 β = Γ−1 が極めて高く), Γ � 1の場合, 企業の募集人数を
越えた応募数があった企業が多数出現し, その結果としての各企業毎の「内定漏れ数」は上記の粗
い近似では, 他の企業の採用者数として吸収されるため, 適切に就職率の評価に反映されておらず,
明らかに正確な就職率と比べ高い評価値を出す近似値を与える. しかし, 逆に競争率 β = Γ−1が低
く, 求人倍率 Γが十分に大きい場合, 募集数を越えた応募数がある企業はほとんど無くなり, 上記
の近似式は十分に精度の良い評価式となる. また, 労働者一人あたりのエントリ数 χが大きい場合,
ほとんど全ての企業はその募集人数を越えた応募者を迎えることになり, 従って, その余剰人員数
(「内定漏れ数」)は上記近似式 (52)から算出されるものとほぼ変わらなくなる. よって, エントリ
数 χが大きくなればなるほど, この近似式 (52)は正しい評価を与える.
そこで, その極限として χ→ ∞の場合を考えると, (52)式において

lim
χ→∞

(
χ− Γ
χ

)χ

= lim
χ→∞

(
1 +

(−Γ)
χ

)χ

= e−Γ (53)
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図 13: 就職率の応募者数依存性に関する近似式 (52)の振る舞い. 求人倍率が Γ = 2, 3, 4の場合. いずれの場合も, χ → ∞
の極限で F (∞) = 1 − e−Γ に収束する.

となるので, 就職率の極限値は

F (χ = ∞) = 1 − e−Γ (54)

となる. ここで, 指数関数の定義:

ex = lim
n→∞

(
1 +

x

n

)n

(55)

を用いたことに注意されたい. 従って, 図 13 の水平線は, この収束値をプロットしているわけであ
るが, いずれもこの近似値に一致していることがわかる.
図 14に計算機シミュレーションから得られるミクロモデルの応募数 χと就職率 F の関係を赤
線で, 近似式 (52)からの結果 (緑線)とともにプロットした. 上で述べたように, 応募数 χ � 1で
は計算機実験結果と近似式を用いた就職率の差はほとんど無く, 両者はほぼ等しい値をとっている.
しかし, 近似解は χ = Γ = 1.63で最大値 1をとり, 計算機実験の結果 (最適値は χ = 3)との食い
違いが生じている. その意味で, この近似式は最適応募数の精密評価には使用することができない.
しかし, これは同時に, 最も我々が知りたい情報を引き出すためには, 計算機実験を用いるしかない
ということなので, その意味で, ここで実行した計算機シミュレーションは, マッチングプロセスの
性質を定量的に調べるために非常に有効であったと考えることができる.

4.1.4 最適応募数の求人倍率依存性

次に, 求人倍率 Γ(実質競争率の逆数)を徐々に増加させた場合, 就職率 F を最大化/最小化するエ
ントリ数 χの値を図 15に示す. 赤線が就職率 F が最大となるエントリ数 χ, 緑線が最小となるエ
ントリ数である. この図より, 就職率を最大とするエントリ数は求人倍率 Γに依存して変化するが,
就職率を最小化するエントリ数 χは Γ = 1を除いて, χ = 1となる. 実データから設定した我が国
の求人倍率 Γ = 1.63 のとき, 最適なエントリ数は計算機シミュレーションの結果, χ = 3となる.
図 16には Γ = 1.63, および, Γ = 2と選んだ場合の就職率 F とエントリ数 χの関係をそれぞれ
の近似式とともにプロットした. この図から, 最適なエントリ数は求人倍率に依らず, χ = 3とな
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図 14: 計算機実験と近似式 (52) による就職率のエントリ数依存性.

る. よって, 労働者全員が 3社にエントリを提出すれば, 社会全体として最も高い就職率が達成さ
れる10 .
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図 15: 求人倍率 Γ とエントリ数 χ の関係. 就職率 F を最大化/最小化するエントリ数 χ の値.

10我が国の高等学校卒業予定者の就職活動においては, ある一定期間内に 1 社のみしかエントリできない制約がある (平
成 23 年 2 月 16 日付 朝日新聞 朝刊より). このように, ある程度の強制力をもってエントリ数が一定に取り決められる状
況下では, 例えば, 本研究で得られた「3 社にエントリが最適」という知見を用いることができるかもしれない.
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図 16: 求人倍率を Γ = 1.63, および, Γ = 2 と選んだ場合の就職率 F とエントリ数 χ の関係.

4.1.5 就職率の実質競争率依存性

図 17に就職率 F の求人倍率 Γ(実質競争率の逆)依存性を示す. 赤線が図 15で与えられる, 就職
率 F を最大とするエントリ数 χを選んだ場合, 緑線は, 就職率を最小とするエントリ数 χを選んだ
場合の就職率である. この図より, 求人倍率が Γ ≥ 4の「売り手市場」では, エントリ数を適切に選
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図 17: 就職率 F の求人倍率 Γ の依存性.

ぶと, 就職率が 100%となる「完全就職」が達成されることがわかる. 逆に, エントリ数を適切に選
ばない場合の就職率の最小値は 70%前後を推移し, 求人倍率 Γが大きな極限では, 当然, 就職率の
最大値と最小値の差はゼロ, つまり, 労働者数に対し, 求人数が十分に提供されているので, どのよ
うなエントリ数を選ぼうが, 「完全就職」が達成されることがわかる. しかし, 現実的には, 我が国
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の求人倍率が Γ = 1.63であることを考えると, これが達成されることはなく, 従って, ジョブマッチ
ングにおけるエントリ数の選択などの戦略が就職率を挙げるために重要なファクタとなっている.

4.1.6 フィリップス曲線と相関係数

ここでは, 本研究での目標の一つであるフィリップス曲線を提案するミクロな確率モデルで記述
される労働市場に関して再構成することを試みる. また, 同時に失業率 Ut, 物価上昇率 πt 間の相関
係数を計算する.
フィリップスの原著論文では, これら 2つのマクロ量 (y = πt, x = Ut, ただし, フィリップスの
原著論文で πt は「賃金上昇率」が選ばれている) の間の関係が

y + a = bxc (56)

の曲線で記述できると仮定し, この両辺の対数をとることで

log(y + a) = log b+ c log x (57)

とし, パラメータ a, b, cを最小 2乗法によって求めている. しかし, フィリップスの用いた 1961-1913
年のイギリスにおける雇用データに関する散布点と上記曲線でのフィッティング具合をみると必ず
しもきれいな曲線には乗っておらず, これをみる限りにおいて, フィリップスの指摘したのは, 曲線
の形状というよりも,むしろ, 失業率と物価上昇率の間に現れる「負の相関」にあるととらえるの
が適切であるように思われる.
そこで,以下ではまず,この「負の相関の度合い」を算出する. 我々のミクロな労働市場におけるマ
クロなデータとしては確率モデルからの出力として (Ut, πt)の点列が「散布図」として与えられるの
で, 相関係数の計算には最小二乗法を用いる. 具体的には確率モデルから生成されたN 個のデータ
列: (U1,π1), (U2,π2),· · · ,(UN ,πN )に対し,最も当てはまり具合の良い直線を π = κU+κ

′ とおき,各
点とこの直線との距離が di = πi − (κUi +κ

′
) で与えられるので, S ≡

∑N
i=1 d

2
i を最小とするような

κ, κ
′を求める. Sは κと κ

′に関する二次関数と考えられるので,極値条件: ∂S/∂κ = 0, ∂S/∂κ
′
= 0

を κ, κ
′ について解くと

κ
′

=
∑N

i=1 πi − κ
∑N

i=1 Ui

N
=

∑N
i=1 U

2
i

∑N
i πi −

∑N
i=1 Uiπi

∑N
i=1 Ui

N
∑N

i=1 π
2
i − (

∑N
i=1 Ui)2

κ =
N

∑N
i=1 Uiπi −

∑N
i=1 Ui

∑N
i=1 πi

N
∑N

i=1 U
2
i − (

∑N
i=1 πi)2

この直線の傾き κをここでは「相関係数」として定義し, フィリップス曲線の形状, および, κの大
きさからモデルの妥当性を検討する.
図 18(上)に求人倍率を統計データから選んだ場合 Γ = 1.63のフィリップス曲線の数値計算結
果を描く. この「曲線」は我が国のフィリップス曲線と異なり, 「上に凸」な曲線になる. しかし,
具体的に上記の手続きによって相関係数 κを計算すると, κ = −2.703927が得られ, 確かに失業率
と物価上昇率間の負の相関を再構成することに成功している. 次に, 求人倍率 Γの変化が提案モデ
ルのフィリップス曲線の形状に与える影響を考える. 図 18(下)では, Γ = 1.63をよりも大きな値
Γ = 2に選んだ場合, すなわち,より「売り手市場」に変更した時のデータの分布と最小二乗法を用
いた,最もフィットする直線を求めたものである. この図より, 失業率 Utと物価上昇率 πtの間に関
係がなくなっていることがわかる.
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図 18: 確率モデルでのフィリップス曲線. Γ = 1.63(上), Γ = 2(下) の場合. 相関係数 (回帰直線の傾き) はそれぞれ,
κ = −2.703927(上), κ = 0.006855(下).

つまり, マクロに構築されたNeugartモデルでは捨象されていた「労働者と企業間のマッチング」
というミクロなプロセスがフィリップス曲線の形状を変えることがわかり, この結果は我々がミク
ロな確率モデルを構築し, それによってフィリップス曲線をミクロに再構成したことで初めて明ら
かになった事実である.

4.1.7 曲線当てはめと線形相関係数

次に, (56)式を用いた曲線の当てはめを考える. 簡単な計算の後, パラメータ b, cの最尤推定値は∑
i(logUi)(log(πi − b))∑

i(logUi)2
=

∑
i{log(πi − b)/(πi − b)}∑

i{logUi/(πi − b)}
(58)

c =
∑

i(logUi)(log(πi − b))∑
i(logUi)2

(59)
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の解として与えられる. これを我々の提案モデルに対して適用し, b, cを確定すると π = U−0.320614−
2.03 (Γ = 1.63), π = U−0.116441 − 1.33 (Γ = 2) が得られる. 散布図にこれら曲線を重ね打ちした
ものを図 19に載せる.
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図 19: フィリップス曲線. Γ = 1.63 (左) と Γ = 2 (右). 最尤推定によって同定された曲線はそれぞれ, are θ =
U−0.320614 + 2.03 (Γ = 1.63), および, π = U−0.116441 + 1.33 (Γ = 2) となる. 線形相関の係数は θ = −0.489981
(Γ = 1.63) θ = 0.002339 (Γ = 2) となる.

また, 線形相関の係数を θとすると, この係数は次式で定義される.

θ =
∑N

i=1(Ui − U)(πi − π)√∑N
i=1(Ui − U)2

√∑N
i=1(πi − π)2

(60)

ここに, U ≡ N−1
∑N

i=1 Ui, π ≡
∑N

i=1 πi である. これを図 19に示した結果に当てはめると, 線形
相関の係数は θ = −0.489981 (Γ = 1.63) θ = 0.002339 (Γ = 2)が得られる.

4.2 メソ・スケールモデルとその振る舞い
我々はここまでで, ミクロなエージェントの動きを捨象し, マクロな量についてのみの更新式で
記述されるNeugartにより「マクロモデル」にう対し, それとは対極に位置づけられる, 企業, 労働
者エージェントの動きからマクロ量の発展式を議論する「ミクロモデル」を構築した. しかし, 自
然界の全ての現象でみられるように, 労働市場にも階層構造があり, ミクロスケールからマクロス
ケールまで様々な階層が存在し, そのそれぞれの階層で適切な数理モデルを構築することができる
ものと考えることができる.
そこで, ここでは決定論的モデルに確率モデルを導入した新しいモデルでの失業率と物価上昇率
の関係を考える. 具体的には,ミクロモデルで求められる失業率 Ut を決定論的モデルの πt+1 に代
入することによって, 物価上昇率を求める. つまり,

Ut+1 = G(ミクロモデルからの発展式) ≡
∑t

k=t−τ gt +
∑t

k=t−τ h(t)∑t
k=t−τ NW

(61)

πt+1 =
1
δ

(
µ

1 − µ
+ aπt + (1 − a)

(
δπt −

µ− (1 − b)Ut

1 − µ

))
−1
δ

(
1 − b

1 − µ

(
Ut + i(1 − Ut) − Ut

Js + γ(m− πt)
Ut + d(1 − Ut)

))
(62)
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を構築する.
その結果の一部を図 20(左)に示す. 失業率 Utが 0.14以下では負の相関が表れるが, 0.14以上で
は相関は正に転じている. この原因は, 決定論的モデルと確率モデルで扱う失業率 Utそのものの不
適切なスケールが問題であると考えられる. そこで, ミクロモデルから求められる失業率 Ut の縮
尺を

Ut → 1
4
Ut (63)

と変えた後に決定論的モデルの πt+1 に代入すると, 図 20(右)からわかるように, 全領域において
負の相関が保たれ, より理想的なものに近いフィリップス曲線を得ることができた. (56)式の曲線
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図 20: メソ・スケールモデルでのフィリップス曲線. 図 (右)では, Ut → (1/4)Ut とスケール変換していることに注意さ
れたい. (56) 式の曲線を当てはめてみると, π = U−0.015503 − 1.03 となり, 線形相関の係数は θ = −0.997752 という値
を持つ.

を当てはめてみると, π = U−0.015503 − 1.03 となり, 線形相関の係数は θ = −0.997752という値を
持つ.

4.3 実データ解析: 我が国の年代別フィリップス曲線と相関係数
我々はパラメータ等を変更するだけで, どの国の, どのコミュニティの労働者市場をも再現する
ことができるミクロモデルの構築を目指してきたが, しかし, 終身雇用や実際に用いたデータ, とり
わけ, 求人倍率などのパラメータ設定においては我が国の労働市場を参考とし, 従って, 得られた結
果も我が国の労働市場をより良く反映している可能性が高い. よって, ここでは我が国の労働市場
における実データ解析によるフィリップス曲線と我々が得たモデルからのフィリップス曲線を比較
してみることにする.
そこで, 図 3 に示した我が国の失業率と物価上昇率を年代別にプロットし, それぞれのデータ
の散布図に対して最小二乗法を用いることで, 最もフィットする直線を求めた. 最小二乗直線を
π = κU + κ

′ とした場合の年代別のパラメータは, 70, 80, 90, 2000年代の順に

(κ, κ
′
) = (−5.829897, 19.307656), (−6.511525, 18.785423),

(−1.106967, 4.581191), (−1.063775, 4.685051) (64)

である. 我々の提案するミクロな確率モデルから得られる相関係数等が

(κ, κ
′
) = (−2.703927, 0.294750) (65)
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図 21: 左上から右下へ: 70, 80, 90, 2000 年代における我が国のフィリップス曲線. グラフの年代順にそれぞれ
(κ, κ

′
) = (−5.829897, 19.307656), (−6.511525, 18.785423), (−1.106967, 4.581191), (−1.063775, 4.685051)である. た

だし, 「時間順序」の情報も参照できるように, 隣接する時刻の点同士を線で結んであることに注意.

であることを考えると, 提案モデルの相関係数 κ = −2.703927は, 実データから算出された我が国
の年代別の相関係数のレンジ内 (64)にあり, その意味で, 定性的に労働市場のマクロな性質を再現
していることがわかる.
次に散布データから (56)式に当てはめたフィリップス曲線を散布図とともに図 22に載せる. 曲
線と線形相関の係数はそれぞれ, π = U−0.121063 − 1.55, θ = −0.378858 (1970’s), π = U−0.117667 −
1.52, θ = −0.802119 (1980’s), π = U−0.035119 − 1.12, θ = −0.716702 (1990’s), π = U−0.047525 −
1.16, θ = −0.688919 (2000’s). となる.

5 考察とディスカッション
我々は本論文で, フィリップス曲線がどの労働市場にも当てはまる普遍的な関係式であるという
仮説のもとに, この曲線を再現するようなミクロなモデルを構築した. 検討すべき個々の技術的な
問題は, 前節の結果の部分で既に逐次述べたのでここではそれを繰り返さない. ここでは, 本研究
結果において本質的と思われる問題点をピックアップし, その妥当性を検証し, 今後に残された課
題と展開について述べておきたい.
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図 22: 我が国の年代別フィリップス曲線. 散布図と (56)による当てはめ. 曲線と線形相関の係数はそれぞれ, π = U−0.121063−1.55, θ =

−0.378858 (1970’s), π = U−0.117667 − 1.52, θ = −0.802119 (1980’s), π = U−0.035119 − 1.12, θ = −0.716702 (1990’s),

π = U−0.047525 − 1.16, θ = −0.688919 (2000’s). となる.

5.1 本研究で用いた仮定/仮説の再検討
本研究で対象とした社会活動に関して数理モデルを構築する際には, 問題を可能な限り単純に記
述する方向と, それとは逆に, 対象に忠実に細かな要素まで取り組んだ「人工社会」を計算機上に
構築する方向の 2つの方向性がある. 本研究ではこれら 2つの方向の「折衷」とも言うべきアプ
ローチをとった. そこで, 本論文で用いたいくつかの仮定/仮説に関しては, ここでその妥当性を議
論しておくべきであろう. 主なものを列記すると

• 倒産した企業は労働市場から外れるが, 同時に倒産した企業の数だけ, 新規参入企業が現れ
る. つまり, 労働市場における企業数は一定に保たれる.

• 倒産した企業の従業員は, その後, 労働市場に復活参入することはない.

• On the job searchingを行う労働者の不在.

• 職業斡旋業など, 仲介業者の不在とそのマッチング・プロセスへの影響.

1番目の仮定に関しては, 主として問題をシンプルにするためのものであるが, 例えば, 我が国の
全企業数 (例えば, 「上場企業数」などからも, ある程度の知見は得られると思われる) の統計を
参考にし, そのデータを再現するように, 全企業数を時間的に変化させる方向での精密化も可能
であると思われる. しかし, 失業率と物価上昇率の 2つのマクロ変数に着目する限りにおいては,
全企業数 ∝全従業員数 ∝ Γ× 全労働者数と見なすことができ, これは企業数の変化を求人倍率 Γ
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の中に「繰り込んで」扱うことができる. 従って, より, 単純には, この求人倍率にステップ依存性
を持たせ, 時変パラメータ「Γt」の時間発展を具体的に与えてモデリングすることによって対処で
きると考える.

2番目の仮定も, 主に計算機シミュレーションを簡略化するためのものである. 通常, 倒産した企
業の従業員は, 次の職場を探すが, 現在の我が国では, 若年層はまだしも, 高齢者層の再雇用は極め
て難しい状況にある. 就職率を一つの重要なマクロ変数として扱う本研究では, この再雇用が極め
て難しい高齢者層を含む再就職者が, 労働者全体の何パーセントを占めるか, という点を常に考え
ておくことは重要である. 現段階で, 我々はこのような企業倒産による労働者市場への参入者の雇
用統計を得ることはできていないが, 将来, 客観的データをより良く説明する数理モデルを構築す
る際には検討しなければならない点であることは確かである. また, このような「再就職組」に特
化した労働市場の振る舞いを調べるための確率モデルを構築することも興味深い研究対象であると
考える.

3番目の On the job searchingの労働者の不在に関してであるが, 我が国の労働市場を念頭にモ
デル化を行った本研究では, 既に述べたように, 依然として,「終身雇用制」をとる企業が多数派で
あり, 米国で良く見受けられる, 能力に応じて自身の職場を移り変わって行く層や, 企業側からの
所謂「ヘッドハンティング」等は全体からみると依然として「レア・イベント」と考えてよいであ
ろう. しかし, 将来的, 現在よりさらに進んで終身雇用形態が崩れるようであれば, このOn the job
searchingのプロセスも適切に確率モデルの中に取り込まなければならなくなる. また, その際, 問
題となるのは, そのような終身雇用形態が崩れた社会では, 企業の賃金体系やより間接的には, 消費
者の購買動向などにも少なからず影響があると思われる. こうした派生的な影響も検討しなければ
ならないことは明らかである.
最後のマッチングにおける「仲介業者」の不在であるが, 現在では, インターネットや就職雑誌な
ど, 様々なメディアから就職情報を得ることができ, また, 多くの企業が新卒者の採用に際して, イ
ンターネットからのエントリを課している. その一方, 大学における「キャリアセンター」等の就
職斡旋業者も, 面接対策や適正検査など, 多くの有用な情報を提供している. 本モデルでは, マッチ
ング・プロセスに関し, 労働者は前年度の成功者のエントリ数のみを学習し, 希望先をほぼランダ
ムに選択するモデリングを行った. 失業率などのマクロな量を測るのが研究の目的であれば, 個々
の労働者の戦略の詳細は「粗視化」され, この設定はかなり妥当な選択であるように思われる. 事
実, 我々の数値シミュレーションは, 我が国の就職率をある程度までは再現することができた. しか
し, 労働市場に関する「よりミクロな知見」が必要な場合, キャリアセンターなどの第 3者からの
情報や戦略についてのアドバイスが労働者のエントリ先の選択に与える影響は, 十分に考察の対象
となるであろう. しかし, 我々が本論文の序論で既に述べたように, 職業選択の自由が保証されて
いる我が国で, 国全体の失業率を低下させる名目で, マクロな「政策レベル」において, そのアドバ
イスや戦略を強要することはできない.

5.2 レレバントなマクロ変数の選択について
また, ここで改めて議論したいのは, 労働市場において着目すべきマクロな統計量は失業率と物
価上昇率だけではないという事実である. 例えば, 本研究のモデルのままでは直接評価することは
できないが, 労働市場で成り立つ法則としてオークン則 (Okun’s law)が挙げられる [27]. オーク
ン則とは 1962年に米国の経済学者 Arthur M. Okunが実データに基づいて発見した法則であり,
失業率と一国の産出量又は実質 GDP成長率の間に負の相関関係があることを示唆する. また, ビ
バレッジ曲線 [28] と呼ばれる関係が成り立つことも知られている. このビバレッジ曲線とは, 横軸
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に失業率,縦軸に欠員率を取ったとき, これらの間に負の相関関係があることを示すものである. よ
り多角的に労働市場の研究を進めるためには, これらのマクロ統計量, およびそれらの関係性をも
導きだせるような形でモデル自体を拡張しておく必要がある.
さらに, より数理的な興味としては, 本研究では, 多くの場合で計算機実験による数値シミュレー
ションに頼ったが, 限定的でも構わないので, 解析的に導きだせるケース, 壷モデル [29, 30]等の可
解モデルを探って行くことも重要であると思われる.

6 結論
本論文では労働市場のミクロな確率モデルを構築し, 失業率と物価上昇率に負の相関がある事実
を示す所謂「フィリップス曲線」を限定的ではあるが再現することができた. 今後の方向性として
は, 既に述べたように, この労働市場の問題に対する 2方向からの攻め方があると思われる. 一つ
は, モデルをより複雑にしていき, 実データ解析からの知見を可能な限り取り入れた現実に近いモ
デリング. もう一つは, それとは逆で, 本質的な部分のみを残し, モデル自体をよりシンプルにして
いくという方向. 労働市場のような複合事象に取り組む際には, この「両サイド」から同時に攻め
て行く戦略が重要になるであろう.
本論文で扱った「労働」は個人の文化的生活のために必要であるばかりでなく, 我々が序論で述
べたように, 国家にとっても大きな問題である. 特に, 我が国では就職率悪化の問題や, 少子高齢化
の問題は, 今後, 未来に渡っての持続的発展のため, 政府行政が取り組み, 解決しなければならない
最重要課題となっている. これらの課題に関する政策を検討する際には, 兎角, 人類の長い歴史の
中で, 過去に似た社会状況を参照し, それを踏まえた政策決定を行うことも多いであろう. これは,
経済や社会科学においては, 未来を予測するための大規模な「社会実験」をすることができないわ
けなので, ある意味妥当な対処であるとも言える. 例えば, 消費税率を 5%上げた場合, 人々の消費
意欲がどの程度低下するか, 「数ヶ月間限定」での社会実験ができれば, それが重要な知見にもな
り得るが, それを行うことは技術的に (あるいは行政の構造上)できない. しかし, そこで科学的知
見を導入し, 可能な限り「希望的観測」に基づく政治的判断/意思決定を排除し, 手元の実データか
らできる限り客観的にものごとに対処しょうとする姿勢が, 今後, これら社会問題に取り組む際に
は重要となることは間違いないであろうし, その際, 統計力学の考え方に基づく計算機シミュレー
ションに代表される「構成論的アプローチ」は研究上の重要な戦略となるであろう.

著者はこの修士論文を書き上げた後に民間シンクタンクに就職するので, この興味深い研究をこ
れ以上継続していくことはできないが, ここでの研究結果を足がかりとして情報統計力学グループ
経済物理班の残されたメンバーが, この方向での意義ある研究を発展させてくれるものと期待して
いる.
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図 23: 2009 年 10 月. イタリア・シチリア島エリーチェでの会議で講演する筆者. (撮影: 井上純一先生)
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本論文で用いる記号 変数記号の意味
t 時刻 (シミュレーション・ステップ)
Wi(i = 1, · · · , NW ) 労働者エージェント
NW 労働者総数
Cj(j = 1, · · · , NC) 企業エージェント
NC 企業総数
m(l)(l = 1, · · · , Nm) 業種
Nm 業種の数
V 全企業の募集人数
vCj∈m(l) 企業 Cj の募集人数
Vm(l) 業種m(l)の募集人数
Nm(l) 業種m(l)の企業数
wCj 企業 Cj の賃金
PCj∈m(l) = γm(l) 企業 Cj が業種m(l)になる確率
PWi∈m(l) = δm(l) 労働者Wi が業種m(l)になる確率
aWi 応募数
bWi

労働力
g(t) 時刻 tで就職できた労働者数
Wi∈Cj 企業 Cj で働く労働者
sCj (t) 時刻 tで企業 Cj にエントリーした労働者数
u′Cj

(t) 時刻 tで企業 Cj が採用した労働者数
uCj (t) 時刻 tで企業 Cj に就職する労働者数
UCj (t) 時刻 tでの企業 Cj の全労働者数
dCj (t) 時刻 tでの企業 Cj のプロジェクトコスト
qCj (t) 時刻 tでの企業 Cj の生産量
P ′

Cj
(t) 時刻 tでの企業 Cj のプロジェクト予想値

PCj (t) 時刻 tでの企業 Cj のプロジェクト成功確率
eCj (t) 時刻 tでの企業 Cj の資金
rCj (t) 時刻 tでの企業 Cj の利益
h(t) 時刻 tで倒産により失業した労働者数
p(t) 時刻 tでの消費財の価格
τ 労働可能年齢
Ut 時刻 tでの失業率
πt 時刻 tでの物価上昇率
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パラメータ 値
NW 44000
NC 500
V 72000
NM 4
γm(1) 0.475
γm(2) 0.378
γm(3) 0.012
γm(4) 0.166
δm(1) 0.362
δm(2) 0.136
δm(3) 0.14
δm(4) 0.362
εm(1) 0.44
εm(2) 0.393
εm(3) 0.012
εm(4) 0.166
aWi [1,6]
bWi∈cj [0.2,1.0]
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